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可能性が生まれていることです。
しかし、いずれにしても、法制化の決定的
な原動力は、協同労働の実績と、もう一つ、
新しい価値と文化の成熟であると考えてい
ます。
アメリカの文明評論家ジェレミー・リフ
キンは『ヨーロピアン・ドリーム』（邦訳NHK

出版）のなかで、次のように述べています。
「嵐の中心では、ふたつの奔流が渦巻いて
いた。ひとつは、ますます物質主義的になっ
てゆくように見える世界で、何らかの崇高
な個人的使命を求める抑えがたい衝動であ
り、もうひとつは、互いに疎遠で無頓着に
なった社会の中で、コミュニティの共有意
識を見出したいという欲求だった」。

「私たちはみな、新しい時代を夢見た。そ
こではすべての人間の権利が尊ばれ、誰も
置き去りにされず、文化の違いは歓迎され、
誰もが充実した人生を享受し、なおかつ地
球環境を維持しながら生きてゆける。人々
は平和で仲よく共存できるのだ」。
日本社会に生きる人々の底流にも、こうし
た欲求が潜在しているものと信じています。
法制化運動は、同時に、こうした方向に向け
た、文化の変革と新しい価値の創造の運動
でもあると考えています。居住福祉と協同
労働の出会いが、そうした変革と創造の出
発点になることを期待して、報告を終わら
せていただきます。

（北海道大学大学院法学研究
科教授。以下、吉田）：

　北海道大学の民法の吉田邦彦と申します。
協同組合などの非営利団体の問題は、私の
専門のことでもありますので、まず私の方
から簡単にコメントをさせて頂きます。非
常にいいお話で、久方ぶりの感銘と刺激を
受けました。
私は、2～3年前にハーバード大学に滞在
中に、団体法の研究が不十分であるという
ことを痛感し、コミュニティの再生運動及
びその担い手になっている非営利団体の意
義に関心を持って勉強しました。そして日
本に帰ってきて公表した論文（吉田邦彦「ア
メリカの居住事情と法介入のあり方（1）～
（3・完）」民商法雑誌129巻1～3号（2003）。
さらに、私法（日本私法学会学会誌）66号
（2004）32－ 35頁（吉田邦彦発言箇所）も
参照）の反響はほとんどないのですが、先ほ
どの菅野さんの言葉を借用しますと「人類
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史的な大きな流れ」というものを私はつか
んでいますから、動揺はしておりません。た
だちょっと大げさな言い方をしますと、本
日は拙文に共鳴して下さる本格的実務家に
初めて出会ったような感じがして、嬉し
かったですね。
つまり、学界の外から、これまでの 20年
来の労協さんの地道な実績をもとにして、
菅野理事長が非常に学術的なお話しをされ
ましたので、そういう意味で非常に感心し、
「膝を打つ」ところも多々ありました。因み
に、ごく最近、私は「居住福祉法学の構想」
というタイトルの講義をしましたが、その
中で、実は居住福祉法学の大事な構成要素
として「コミュニティ再生団体」というもの
の話をしたのです。そのくらい、居住福祉と
労協のような非営利団体とは、密接な関係
にあるのです。
まず私のささやかな自身の研究経緯との
関係で、今日の菅野さんの話と所々触れ合
うところがありましたことを申し上げます。
私は元々契約法の領域で、「関係理論」とい
うものに関心がありまして――今日は「関
係財」というお話がありましたが――個人
主義的・市場主義的な法学というものに批
判的に研究を進めてきましたが、その過程
で、アメリカでの「批判法学」という潮流に
大きな刺激を受けました。
そこで所有の問題をやるようになりまし
てから、「所有」と「人格」との関係、ない
し商品化（コモディフィケーション）という
ことをいろんな形で考えるようになりまし
た。ここ 10年くらい川島武宜先生の『所有
権法の理論』（岩波書店、1949）に対するア
ンチテーゼというような意気込みで、所有
法学の諸問題、例えば、人工生殖の問題とか
環境の問題とか情報の問題とかやっていま

して、一番難題だなあと思ったのが、住宅及
び都市問題、さらには、地方自治の問題でし
た。そこに「所有」といいますか、住宅問題
における所有のレジーム――これは「公」と
「民」、公的なものをどうイメージするのかと
いうこと――についていろいろ悩みあぐね
ていた頃――90年代の半ばですかね――民
法の中ではなくて、刺激を受けたのが早川
和男先生のお仕事（例えば、講座現代居住4

巻（東大出版会、1996）など）との出会い
だったのですね。共鳴しまして、日本居住福
祉学会を一緒に立ち上げさせていただきま
した。
その後その一環で、所有との関わりで「団
体論」というものに関心を持つようになり
まして、今はコロンビア大学ロースクール
（当時はスタンフォード大学でしたが、客員
教授としてハーバードで教えておられまし
た）におられますウィリアム・サイモン教授
からコミュニティ再生運動、しかもその理
論的なバックボーンを叩き込まれまして
（さしあたり、Wi l l i a m  S i m o n ,  T h e

Community Economic Development

Movement(Duke U.P., 2001)参照）、一緒に
ボストンの貧困地区を訪ね、「ダドリー通り
近隣イニシアティブ（DSNI）」という全米的
にも有名なNPOのスタッフの方とも何度も
議論しました。そうして学んだことがとて
も今日のお話と共通するところが多いので
す。
専門に立ち入りますのでごく簡単にしか
申せませんけれども、従来の法人なり団体
の意義は、単に経済取引というか債権者の
関係で、財産の何が引き当て財産かという、
非常に経済的な意味合いで捉えられている
（そういう方が日本の民法学では今でも多数
だと思います）。もっとも、当時出された星
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野英一先生のお仕事（「いわゆる『権利能力
なき社団』について」法学協会雑誌 84巻 9

号（1967））などは問題提起的意味があった
わけですけれども、しかし、その後 30年以
上経ってもそうした議論の枠から基本的に
抜け出していません。諸外国で議論されて
いる団体論、特に非営利団体論に関する諸
議論と比較するならば、ごく一部分の技術
的議論ばかりが肥大化しており、日本の民
法学の議論はかなり立ち遅れており、今日
の菅野報告の方が、レベルが高いように思
いました（私は、スタンフォード大学にいま
したときに、先のサイモン教授の「経済的民
主主義」と題するゼミで、モンドラゴンとか
グラミーン銀行とかのことなども教えても
らっていましたので、懐かしかったです）。

さて、諸外国での注目すべき非営利団体
論とは何かと申しますと、その１つは、所有
レジームとの関係で団体法を捉えていると
いうことです。すなわち、労協法の法制化の
第 1次案の解説ということで菅野さんも同
旨のコメントを書かれています（社会的性
格を有する所有形態として、「不分割積立金」
を説明されています〔協同総研編・協同で労
働を組織する――労協法のすすめ（シーア
ンドシー出版、1988）16頁〕）けれども、平
等主義的な所有レジームに、非営利団体は
繋がるのです。つまり、団体所有という形で
団体資産を蓄積することにより――反対に、
個人の財産の蓄積は制限されて――平等主
義的に団体を介して財の再分配がなされる、
という意味合いがあるわけですね。この個
人の財産の蓄積制限、そして後に申します

譲渡制限という非営利団体の平等主義的側
面が重要で、こうした所有法的側面は、学界
ではあまり指摘されていないのです（むし
ろ団体といえば、団体（営利団体）の所有者
（株主）の個人的利益最大化の道具とすると
いう従来のイメージが未だ根強いのです）。
非営利団体のもう１つの意義は、今日何
度もお話があったように（例えば、労働者の
出資、経営参加、労働が三位一体だとされま
す）、デモクラシー（民主主義）との関係で、
「参加」民主政治的な意味合いがあるという
ことです。ボストンの貧困地区においてコ
ミュニティの再生団体（CDC[Community

Development Corporation]）とかを廻りな
がら、ここでも組合員となって団体運営に
参画するということの意義を痛感しました
（しかもあそこでは、団体所有を通じて、安
価に地域住民に居住を提供するということ
もやっているということが重要です〔しか
も、住民が離脱するときには、団体には一定
額での先買権があり――つまり団体構成員
の住宅所有権の譲渡性が制限されていて
――、住民は高く不動産を売却して、自己利
益を増やすこともできませんから、自ずと
地元への「定着」、そして地域政治への「参
加」のインセンティブがCDCを介して生ず
るのです〕）。団体に加わることがデモクラ
シー的な意味を持つということで、これも
日本の民法学では殆ど議論されていないこ
とです。

以上概略的に申し上げました私の問題意
識との関連で、3つほど、菅野さんのご報告
に対して、質問があります。第１に、ワー
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カーズ・コープ（労協）は、確かに「雇用創
出」とか「保育支援」とか、また「高齢者へ
のデイサービス」とか、実に様々なネット
ワークを張る努力をされていて、それがま
た近年になって注目されるのもよくわかり
ますが、肝心の「居住」の観点で、団体所有
ということの持っている意味を詰めるとい
うことは、今日の話のメインではなかった
ですね（最後のほうで、外国の例には触れて
おられましたが）。ところが、特に貧困者・低
所得者にとっては、団体を介して、多くの人
の出資を通じて団体の財産を膨らませて、
そこが居住の媒介をするということがボス
トンでも行われていましたし、昨年2回行き
ましたサンフランシスコの貧困地区である
テンダロインでもそうでした。非営利団体
（C D C）（「テンダロイン地区再生団体」
（TNDC）とか「テンダロイン住宅クリニッ
ク」(THC)とかがそうです）がホームレス問
題との関係で、とても重要な社会的役割を
もっておりまして、それに焦点をあてた雑
文（吉田邦彦「サンフランシスコ市貧困地区
テンダロインのホームレス問題・居住問題
（１）～（4・完）」書斎の窓 544号～ 547号
（2005））を書きました理由も、そうした団
体に居住所有法学上の転回的な意味を感じ
たからなのです。今日の菅野さんのお話で
もその辺の話が抜けているのは、わが国で
基本的に「居住福祉」という観点が従来、構
造的に抜け落ちていることの一つの帰結な
のかなという印象を持ちました。これだけ
いろいろご努力されているのに、ちょっと
酷な「無いものねだり」かもしれませんが、
労協のような貴重な社会的役割を演ずる中
間団体が他にあまりないでしょうから、む
しろ私の「労協への期待の現われ」として、

お受けとめ下さい。

それから2点目に、都市問題との関係でい
ろいろ労協の存在価値の大きさというのは
――昨日も板橋区の関連施設をいろいろ見
せてもらって――痛感したわけですけれど
も、他方で過疎・高齢化が進んでいる中山間
地でこういう団体の持つ意味というのを、
どのように労協さんとして考えておられる
のかということです。それについても触れ
られなかったのでお話いただきたいと思い
ます。

それから第3は、非営利団体の運営の財政
問題について、日米の大きな違いがあると
思いますね。寄付の文化という点でも違い
ますし、ただ「公から民へ」というのではな
くて、公的なものの担い手の軸としてそう
いう協同組合なり団体があるのだとします
と、コミュニティを引き上げるために補助
金が持っている意味は非常に大きいのです
ね。サンフランシスコのTNDCでも補助金
がなくなると、朽ち果てて空いている住宅
を修繕して、新たに低所得者に提供すると
いう事業も滞ってしまうのですね。だから
民に任せて「お前ら勝手にやれ」というので
は無理があると思うのです（日本の場合に
は、最近の動向の出所は、「小さな政府」志
向にあるからどうも歪んでいるのです。そ
れとは関係なく、非営利団体の社会的意義
は論じられるべきで、むしろ先に見ました
ように、そこには財の再配分的意義がある
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のですから、財の分配に関する公的コント
ロールになじむのです）。

かんじんかなめ

その点で、一番肝心要の補助金との関係
で、ノンプロフィット（非営利団体）の構成
が重要なのですけれども（細かな議論には
立ち入れませんが、非営利団体の税法上の
優遇措置の要件は、補助金受給資格の要件
に連動しているのです）、2～ 3年前に日本
私法学会で非営利団体についてシンポジウ
ムがありましたが、見事にそこが抜け落ち
ているのですね（前記私法６６号。さらに、
能見善久ほか「団体論・法人論の現代的課
題」NBL767号（2003）参照）。この点どう
してなのか、と考えて見ますと、わが国で
は、どうも（非営利）団体を公的に捉えて支
援していくという発想がない、なぜなら、わ
れわれはどうしても安易にそして妙な具合
に「公」「私」を峻別してしまっているとい
う「居住福祉法学」の基本的な問題意識にも
繋がるのです。ですから、そういう点も労協
さんとしてもお考えいただきたいなと思い
ました。

：素人には難しい問題ですね。いきなり
住宅問題ですか。

：アメリカでのコミュニティ再生運動か
ら学んだこととして、「居住」を、単に住宅
問題として物質的に見るのではなく（わが
国では、今でも住宅法というタームが通常
ですが、どうもそのようなニュアンスがあ
ります）、それは、そもそも雇用創出、つま
り生業の問題とか、消費生活の問題とか、教
育の問題とか、交通機関の問題とか、トータ

ルに暮らしていくという観点で捉えていく
ということがあります（早川先生も、「居住
福祉」といわれる際にはそういう意味を込
めておられると推測します）。そうした「居
住を再生させる」という形でアメリカでは、
CDCという団体が大きな役割を演じている。
そしてやはり居住のインフラである「住ま
い」をどんどん提供していくということが
政府とか公的団体としては重要なのですね
（ところが、大阪などでは、これだけホーム
レス問題で公共スペースの所有問題が問わ
れているのに、それに一番関連する公共住
宅に対する配慮がおよそないというわが学
会の基本的な問いかけに行き着くのです）。
ですから労協の営みに戻りますが、いくら
雇用創出とか言っても、ちょっとなさるべ
きことの半分くらいという感じがするとい
うのは言いすぎでしょうか。過剰期待かも
しれません（また先に申しましたように、財
政の問題にも関わってきますので口先で言
うほどに、事態は容易ではないことも理解
しているつもりです）。しかし、生活者の立
場から考えますと、居住福祉まで非営利団
体活動が及ばないと、どうも救われていか
ないという面があるのではないでしょうか。
でも、昨日の交流会では、岩城雄作さんは、
川崎のほうでホームレスとの関係でも労協
が尽力されているという話もされていまし
た。釜ヶ崎のサポートハウジングも草の根
で動いているわけですが、あれももう
ちょっと連携してなされば随分救われる人
が出てくるのではないかと思うのですが、
どうでしょうか。うまくネットワーク張り
が出来ていないのかなあと思うのですけど
ね。

：労協としては、これからの課題です
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ね。（追記：ただし、ホームレスの人たちの
就労・生活支援については、センター事業団
がすでに経験を積んでおり、当事者の人間
的尊厳を支え就労にまで結びつけるという
点から、生活施設の運営についても自治体
から期待されつつある）

（東京経済大学経済学部教授。以
下、大本）：関連して、協同組合の出発に関
する文献がイギリスなどにありますが、オ
リジナルな文献を読んでいますと、最初は
住居なんですよ。住居を提供する、それから
コミュニティ。その上に消費生活というの
が成り立っているんです。日本で紹介され
た時はそれが全部抜け落ちて、消費生活の
部分とか、消費組合の紹介がされているん
です。そういう点で非常に基盤になるもの
が、必ず協同化していく。難しいけれども、
宗教の部分でも一番難しいと思うんですよ。
それが抜け落ちているところで、本当に安
心して暮らせることができるのかなぁと思
います。

ついての理論的な話をしておりますけれど
も、向こう〔アメリカ合衆国〕ではまず住居
の提供ということが団体の役割としてやっ
ています。でも菅野さんも、ご報告の最後の
ほうでお触れになりましたので、問題意識
としては持っておられるのかなと思います。

：イタリアの住宅協同組合の部分です
ね。それから、イギリスの文献からも紹介し
ています。ただ労働者協同組合単独でどれ
だけのことができるかというと、まだ課題
は大きいですね。

：サンフランシスコではかなりやってい
るのですよね。

：それは労働者協同組合ですか？

：厳密な労働者協同組合ではありませ
ん。でもCDCは、生活者に奉仕する非営利
団体ですから、かなり近いのではないで
しょうか。いや、向こうでは、非営利団体が
成熟していまして、実態としてもいろいろ
ありますから、コンテクストが少し違いま
すよね。また、その点はむしろこちら側〔民
法学の側〕の責任でもあるかもしれません。
つまり、従来民法 34条の公益法人は、ずい
ぶん数も絞られていまして、中々非営利の
法人が認められない状態で、ずっと国家が
公益活動を独占してしまっている形で、そ
の分自力で社会を動かすための団体の動き
というのが弱かった。
でも僕が今日最初にいろいろ発言させて
もらったのは、（批判するというよりも、）む
しろこの度、労協の日常の活動を見せても
らって、喜ばしく何とかがんばってやって
いただきたいという思いが基本的に強いの

：先ほどは充分に申せませんでしたが、
民商法雑誌の拙文のとくに129巻3号301頁
以下のところで、コミュニティ再生団体に
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です。さらに冒頭に申したように、菅野さん
のような、私と問題意識を共有する実務の
論客にめぐり合えたことも心強かったから
なのです。そして、労協さんの取り組みとい
うものを私はこれまで十分に勉強してこな
かったものですから、むしろこちら側の不
明を恥じて、早速、協同総合研究所に入会さ
せていただきました（笑い）。菅野さんは、地
域との関連で居住福祉学との共通性を言わ
れましたが、居住福祉（法学）は、もっと、
もっと核心部分で、菅野さんが眼中にある
一番のテーゼと結びついていると思います。

：そうですね。労働者福祉運動の非常に
重要な部分になってくると思います。早川
先生や島本慈子さんが書かれている「住宅
の商品化・営利化」に対する対案ですね。

（以下、早川）：それこそ共同研究
のテーマということで、やりたいですね。

：そうですね。イギリスでも、住宅協同
組合が合わせて職業訓練もやっているわけ
です。

それと、公的な補助金の問題ですが、
イタリアの「関係財」というのも、新しい公
共のあり方でもあるんですね。「社会的質を
もった関係的市場」という文言が出てまい
ります。
「社会的協同組合の事業がもっと利用者と
直結しなければならない」という方針が見
られたので、それは「税金を財源とする契約
ではなく、個人と私的に契約することです
か」と尋ねたところ、「とんでもない」と言
われました。結局ある意味では日本の公的
介護保険と似ているのですが、それをさら
に徹底した考え方だということが分かりま
した。
第 1に、「国家が全ての人が質の高いケア
を受け入れる権利を有することを明確にし、
供給者に対してではなくニーズを持つ人に
資金を提供して、ニーズを有効利用に高め
る」。2番目が「サービス供給者の要件を明
確にして供給の多元化を実現し、市民に真
の選択の自由を保障する」。3番目が「対等
なサービス費用―先ほどのような公正な労
働基準が適用されていますから―を前提に、
サービスの価格ではなくサービスの質に基
づく競争を実現し、需要者側の関係性への
ニーズを充足する供給者が勝ち残れるよう
にする」。4番目が「受益者側もサービスの
需給システムの持続可能性に共同責任を負
う」ということで、公的なものを否定してい
るのではなくて、財源的にも制度的にもそ
れが裏づけとなっている。そこに利用者側
も供給者側も参画していく。しかもここに
は、営利企業は参画できていない。「公的財
源を基盤とした、供給者と利用者の協同的
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な関係による市場」のことだったわけです。

：「公正労働基準」適用の問題は、実は
コモディフィケーション（商品化）の問題な
のですよね。そういう公的なサービスにつ
いて、市場に安易に乗せていいのかという
ことですね。またその点も私がハーバード
で地方自治を習ったフルッグ先生の論文
(Gerald Frug, City Making: Building

C o m m u n i t i e s  w i t h o u t  B u i l d i n g

Walls(Princeton U.P., 1999)167~)から、そ
の点は学びました。都市サービスについて、
それを安易に商品化、つまり競争市場にお
ける譲渡性の対象物に委ねるわけには行か
ないと論じられるのです。菅野さんは、それ
とは独立に勉強をなさって、同様の問題意
識を持たれたわけですね。

：今回初めて知ったんです。「関係財」と
いう言葉を。

：関係財というのは、面白い概念だね。
コミュニティーの発想だからね。

（中京大学総合政策学部教授。以
下、岡本）：その関係財という言語がよくわ
からないんですけれども、お話の最後に
『ヨーロピアンドリーム』の紹介をされたの
で、ソーシャルキャピタルと関連する概念
ではないかと、考えました。ソーシャルキャ
ピタルという概念も、やはり北イタリアの
調査から出てきたわけですから、イタリア
のお話を聞いていて「ああ、そういう状況が
あるのかな」と思いました。

：ロバート・パトナムの代表作（Making

Democracy Work: Civic Traditions in

Modern Italy (Princeton U.P., 1993)）の
ことですね。

：そういう議論の流れの中で、ソーシャ
ルキャピタルというのが、生活をしている
人たちだけではなくて、自治体とか政府と
かが社会をうまくコントロールというか、
治めていく。そういうものとして非常にい
いんですよ、というような議論の仕方もあ
る。そうすると最初言われていた競争入札
みたいなことになりはしないのかな、とい
う危惧も使い方によってはありまして、そ
の辺のあたりのご意見をお伺いできるとい
いかなと思います。

：一つ吉田先生の質問に対して言い忘れ
ましたけど、今回見てきた「ピアッツア・グ
ランデ」というNPOなんですけれども、ホー
ムレスの人たちを周って、食糧を提供した
り衣類を提供したり、「路上弁護士」が、住
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宅に困窮しないように、ホームレスになる
以前の手を打つということに取り組んでい
て、その中から社会的協同組合が生まれた
り、労働者協同組合が生まれたりしていま
す。それを紹介したいと思うのですけれど
も。だから相当やっぱり労働者協同組合だ
けではなくて、アソシエーション主義＝ア
ソチアツィォニズモが分厚く存在していて、
それがセイフテーネットになっているとい
うことは感じましたね。

：日本はないわけですかね。

：あまりないし、ここまで広がっていな
いでしょうね。

：地方の中山間地では労協の活動はカ
バーしているのですか。

：農業問題ということになるのですが、
まだまだですね。

：都市中心なのですか。

：そうですね。農村県とは言っても、そ
の中の都市ですね。農業問題に本格的に挑
戦しないとこれは。（追記：話の中で触れた
無茶々園が労協連に加盟しているほか、農
業生産者の他の 2団体――山形の庄内産直
センターと熊本の大矢野有機農産物供給セ
ンターが加盟している。また佐々木陽悦さ
んには連合会の理事になっていただいてお
り、連合会として農の取り組みを進めたい
と考えている。食分野における事業と経験

の蓄積や、センター事業団・高齢者協同組合
などにおける市民農園の取り組み、深谷の
豆腐づくりのための地元農家による大豆栽
培、神流町の堆肥化センターなどは、農の取
り組みに向けた貴重な手がかりになるもの
と思われる。地域福祉事業所での「市」も本
格化させたい）
逆に「農村女性ワーカーズ」ということ
で、農村の女性たちが仕事おこしを活発に
進めていることから学びたいと思っていま
す。

：地方へ行ったら農協の方がやっておら
れますね。産直で売ったり。

：たまたま今日の日経新聞（2006年 1

月 29日日経 2面）の社説を見ていたら農協
の批判をしてありましたけれども、どうし
て協同組合があるのか、という思想原理的
な背景がわかっておられないなあと思うの
ですが…。

：今までの日本の協同組合運動というの
は流通と金融に特化していくという点があ
りました。農協法でも、戦後の構想段階では
生産協同組合もあったんですが、非常にソ
ビエト的だ、共産主義的だというような形
で、占領軍によってカットされたという経
過があります。
しかし、農における協同は、農村の生活を
支える「農村労働者協同組合」と、農産物の
生産－加工－流通を協同化する「農業労働
者協同組合」を必要とする時期に来ている
と思われます。その萌芽を農村の女性たち
が半ば自然発生的に、自発的に作り出して
いるわけで、ここと結びたいなというのが
一つありますね。
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また、都市と農村を結んでまともな農産
物を流通させることを、消費者自身の問題
としても、労協として推進しなければなら
ないと思います。

：（佐々木陽悦さんの紹介との関連で）
労協の取り組みは、文化的な展開だと言わ
れましたけれども、まさに経済的な効率性
論理で漏れ落ちている団体的価値について
もっと我々は議論しなければいけないです
ね。

：それからちょっと一つだけ。岡本先生
が言われた、ソーシャルキャピタルと非常
に深い関係があるんですけれども、私が
ハッと思ったのは、労働者協同組合、協同労
働の協同組合と言ってきましたけれども、
「われわれは何を作り出しているのか」、とい
う観点がこの「財」という言葉なんですね。
「モノ」でもない、今まででいう「サービ
ス」でもない。そこにいる当事者が周りの
人々と新しい関係を結ぶことによって尊厳
ある人間として生きていくことができると
いう、そうした関係をつくりだし供給する
ことが自分たちの生産内容だと言っている
わけですよね。
これはちょっと目を見開かされました。
われわれは「協同労働」という、労働のあり
方で言ってきたんですが、それは労働のア
プローチだったわけです、同じ関係のアプ
ローチでもですね。そのことを、「生産し供
給している財は何か」という点から規定し
たという点が、ここでのミソだと思うんで
すね。
　そうした関係財の供給で競争入札に巻き

込まれない方式として出てきたのが、イタ
リアの社会的協同組合やNPOなどが一体と
なって、地域プランを作っていく中で浮上
してきた、「信認（accreditamento）」です。
公共と社会的協同組合やNPO、利用者団体、
権利擁護団体が話し合いながら、誰が適切
な担い手かということについても合意を形
成していく。そういう方式が出てきたとい
うのはすごいなと思いました。
日本における指定管理者制度においても、
もっと利用者側・住民と、担い手の側、社会
的使命を自覚している事業体が、最初から
公共サービスの設計・計画を一緒になって
進めることが必要です。そしてその公共
サービスの供給の質や、担い手の要件、行わ
れたサービスの検証などをオープンにして、
市民的なレベルで議論していくというとこ
ろに持っていかないと。指定管理者制度は、
へたをすると、密室で既得権と営利企業と
官僚が、結局もっとも非民主的な形で動か
すという可能性が出てくるわけですよね。
イタリアはそういう点で参考になりました。

：ちょっと理論問題になるのですが、先
ほどレイドロー報告に関連して、「これ（労
働者協同組合）は第2次産業革命という受け
止め方ができるのではないか」という話で
すが、マルクスの古典的な概念として「人間
疎外」というのがありますね。人間疎外とい
うのは、まさに労働者が資本にこき使われ
て、人間としての主体性を失っているとい
うことでしょ。「協同労働」というのは人間
疎外、労働疎外を克服して主体性を取り戻
すという、本来マルクスが言っている基本
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概念を実現していくという過程というか、
現段階というふうに解釈するべきなのか、
あるいは全く新しい、マルクスの概念を超
えて何か違う側面を有してきているのか。
労働に比べ協同労働は、主体性があるとい
うあたりで少し違うのかなあと気がしない
でもないのですが、その辺はどのように理
解されていますか。

：何十回もレイドロー報告のその部分を
しゃべったり読んだりして改めて感じるん
ですけれども、この4つを並べているという
ところがすごいと思うんですよ。①世界の
飢えを満たす（生命の再生産）、②労働にお
ける疎外の回復、③消費そのものにおける
疎外――浪費を煽られ、環境破壊を破壊し
資源を浪費してしまうという、究極のもう
一つの自己疎外ですよね。④は人間の関係
性そのものからの疎外、という問題になっ
ている。そうすると、労働における疎外だけ
ではなくて、トータルな疎外の克服が課題
となってきます。
この前「池上塾」というのがあって、池上
惇先生が「マルクスは消費における疎外と
いうことについてあまり言っていない」と
いうことを言われたので、なるほどなと思
いました。そうすると協同労働というのは
そこに切り込んでいくというか、自らの労
働疎外を克服するということが、同時に消
費における疎外とか関係性における疎外を
克服していく、そういう財を作り出してい
く労働であるというふうにとらえると、さ
らに高い位置づけが見えてきます。

：消費の疎外とか関係性の疎外の問題
は、私も関心が深いのです。これと非常に密
接に関係しているんだけれども、今４つの

テーマがレイドロー報告の中にトータルに
あるというのは、たしかにマルクスをアウ
フヘーベンしている面があるわけだけれど
も、この労働疎外ということに関して、協同
労働ということに限定して考えた場合に、
マルクスの言ってきた労働疎外というのと
の関係性では、どういう位置づけになるの
か。他との関連で有機的に展開しているか
らそれは質的に転換している、と考えるの
か、理論的・歴史論的に。その辺を、話をずっ
と伺っていて考えていたのですが、どうな
んでしょうかね。

：（マルクスの思想について深く研究し
ているわけではありませんが）労働の質、労
働の内容そのものに即して、レイドローさ
んの言う「人格の根本と結びつくような労
働」というところから、新しい労働観へのヒ
ントを頂いたということがあります。
労働者協同組合の段階で、自分たちで事
業を構想し計画し、自分たちで資金を集め
て経営を成り立たせ、自分たちの生産した
剰余を自分たちで分配し、社会的にも分配
するということまでは、自覚して実践する
ようになっていました。働く人の協同は、ク
リアしていたわけです。

：主体的判断で働くと。

：労協の事業が対人・対コミュニティ・
サービスに広がっていく中で、労働の質を
さらに突き詰めていったときに、当事者と
地域住民の参画による子育てや高齢者ケア
に典型的なように、「当事者・生活者と協同
し、当事者・生活者自身の協同を促がし、地
域住民の協同をコーディネートしていく」
という、労働における関係性が全体的に視
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野に入ってきたわけです。非常に厳しい経
営状況であっても、むしろそういうマルチ・
ステイクホルダーの参加によって、経営的
にも成り立たせていく。そういう労働観・経
営観がイメージできたわけです。

：消費疎外との関係をもう少し説明して
下さいますか。

：今公共サービスも含めて私的な消費に
なっていますよね。レイドローの段階では
浪費社会が問題なわけで、私的な消費者が、
贅沢や見栄で、浪費に追い立てられている
ことが取り上げられた。それがさらに公共
サービスそのものまで商品化されようとし
ているわけです。

：協同労働によって、どのようしてそれ
が克服されるのですか。

：公共サービスというのは、元来市民が
共に作り上げていくものですよね。

：それで先ほど充分に話せませんでした
が、団体所有には、アキュミレーション
(accumulation)（私的蓄積）の抑制というこ
とと、エイリエネイション（alienation）(譲
渡性。これは疎外という意味をも内蔵させ
ます )への制限という意味を持つわけです
ね。ということは、それは商品化に歯止めを
かけるということですけれども、それと
オーバーコンサンプション（過剰消費）との
関係はどうなるのですか。これは、社会にあ
まねく存在する現象ですけれども。それと
協同労働とはどう関係があるのですか。

：たとえば、佐々木陽悦さんの例で出ま

したように、グローバルな農産物の自由化
は、果して食と農の観点で言うといいこと
なのか。むしろ根本的に問題が吹き出てい
るところではないのか。そうすると生産者
の側が文化的に発信するということの意味
は、単なる私的な消費者ではなく、共に作り
出していく共同生産、そこにおいて生産者
と消費者が協同していくということを含ん
できます。

：ローカル経済の再生ですね。

：そうなりますね。私が勝手に言ってい
るのは、これからの経済は、「地域・循環・共
生」にならなければならない。それは（人び
との高い文化や倫理によって自覚的に構成
される）「文化経済」ということになります。

：大体菅野さんの認識は分かったし、位
置づけが出来てきました。この協同労働概
念に存在する生活とか地域とか、生活その
ものの協同とか。こういう点はマルクスの
方には入っていませんね。
余計なことを言いますと、僕の研究の出
発点は、『資本論』と関係あるんです。資本
論の第1巻で、私の労働価値説は労働によっ
て生まれた価値だけを論じる。空気とか水
とか土地は使用価値をもつけれども、労働
から生まれたものではないから論じないと
書いている。
それなら僕が論じてやろう（笑い）という
んで、住宅とか生活空間とかの使用価値を
『空間価値論』（勁草書房）として論じ、いろ
いろと展開しているんですが、そういう点
でいうと、労働についてもマルクスの概念
というのは、今もご指摘あったように非常
に限られた側面であるということは言えま
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すね。もうちょっと理論的に整理しないと
いけませんが、少しわかってきました。

ということは、早川先生は、公共空間、
つまりコモンズのほうから分析を開始され
たということですね。これは、居住福祉の基
本視座の背景として意味深長であり、参考
になりますね。でも今日のお話との関係で
は、労働の方にも公共的側面があり、それら
が統合してくるということになりますかね。

（総合社会福祉研究所主任研究員。
以下、鍋谷）：質問よりも感想を述べます。い
くつか読ましていただいたんですけれども、
肉声で情熱を込めて、なおかつ高い理論的
根拠も示していただいて、感動いたしまし
た。ありがとうございました。
やや質問的意見になるんですけれども、
究極の理念を目指す一方、現実にはこうい
う日本の中でやっていますから、かなり過
渡的といいますか、初歩的であるため、究極
の目的を試みているという段階だと思いま

す。なのでその中間項を粗末し、究極の理念
とそれに見合う実践があるというのを直球
で結びつけると、ちょっと危険になると思
うものですから、あえて申し上げたいと思
います。
　3つの協働（鍋谷氏は「三つのきょうどう」
を「協働」＝「協同労働」の略としてとらえ
られていた――菅野）というときに、その3

つは同質なのかという点で若干意見を持ち
ます。自らの労働を自己規定するときには
いいと思います。労働者協同組合の中で3つ
の協働というときには。
たとえば、3つめの地域との関係。地域は、
別個の人格、別個の組織を持っているわけ
です。別個の尊厳あるもの。ただ客体にしな
いで、その主体性を持った地域の人たちと
共に、ある意味で協働といっても、「協同」で
あったり、「連携」ということであったり。
その組織の中では自己規定として通用し
ても、根っ子の人格を持った様々な人たち
とこれからこういう価値観を創り上げてい
こうというときには、それだけではどうな
のかということで、「協働」ということばの
定義について教えて頂きたい。1番目に「自
らの労働はこうだ」と言っているときと、地
域との関係性を言うときで同じ言葉で使っ
て通じるかという、協働の定義の問題です。
同質化ということ。

　2番目に「コミュニティ・ケア」という言
葉が何度か出てきたのですが、「ケア」とい
う言葉の定義が曖昧です。何人かの先行者
によるともっと広かったんですけど、現実
には介護保険その他のもとで個別サービス



42

日本居住福祉学会「労協に学ぶ」研究集会

化しているわけですよ。「ケア」と言っても。
そういう中で言われているのは、単にサー
ビスの細切れ供給ではなくて丸ごとという
ことですよね。その辺は丁寧に使ったほう
がいいのではないかと思いました。まちづ
くりを含むことをおっしゃっていましたの
で。

　それから3つ目に、協働のすばらしさが究
極の理念という点はいいと思うのですが、
現実には「競争的協働」だと思うんですよ、
今は。とりわけ2000年の介護保険から自立
支援法からみんなパイの理論が入って、現
実に競争が入っていますよね。労協だって
競争の中にあるわけです。
そういう意味で、先ほど組織が大きくな
ると官僚的だという話がありましたけれど
も、それはアソシエーションの問題だけで
はなくて、現実に事業性と協同性は緊張関
係にあると思うんです。限られた法制度と
限られた財を巡ってパイを奪い合っていま
すから。そういう意味でそうはならざるを
得ない。緊張関係が絶えずある。　
みんな組合員は対等だと言いながら、マ
ネージメントしている側と現場で労働して
いる側と違いがあって、当然緊張関係に
あって、労協の中にも先進例と中間例と後
進例ときっとあると思うんですよ。リー
ダーの力量の問題も大きいと思うのですが、
やはりそこには逆バネも働いていると思い
ます。なので100％礼賛するのではなく、現
実の世の中では競争的協同をやっていて緊
張関係を内包しているので、その事も全員
が直視しながら、それをどう乗り越えてい

くのか。それは単なる理念だけでは乗り越
えられないので、合理的なものが必要だと
思うのです。
多少意見も含めた質問ですが、教えてい
ただければと思います。

：一番目ですが、「3つのきょうどう」と
言っている場合の「きょうどう」は、「働く」
ではなくて簡単に言えば協力するという
「協同」です。
協同労働がそれを一元的にコントロール
するという発想ではなくて、もちろん異な
る主体なんですよ。生活者も地域の人々も、
自立した存在なわけですね。その一つ一つ
の要求に即して生活者同士が自発的に協同
していくということの一環として、それと
結びついて、協同のワーカーと協力し合う
という関係ですよね。地域住民もそうです
よね。そういうコミュニケーションとネッ
トワークの構造を言っているので、労働中
心主義ではないのです。
例えば高齢者協同組合が一方に存在する。
高齢者自身が主体として登場して欲しいと
思っているわけです。村田幸子さんが非常
に分かりやすく言ってくれたように、「福
祉・仕事・生きがい」を高齢者自身が作って
いく。そういう主体がこっちにあって、それ
をまたサポートするワーカー集団がいると
いう構図ですよね。

　それから2番目のケアは、おっしゃるとお
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りです。公的介護保険の改正問題が出てき
て、私が非常に危惧をしているのは、再び管
理的な発想とか、中央集権的な発想とかい
う様々なものが出てきやしないかというこ
とです。筋トレとか個々のサービスメ
ニューに目が行っていて――それどころか
それすら分からないという自治体もあると
いうのだけれども――それをやりさえすれ
ばいいという風潮にまたなっていくという
のが非常に問題なわけですよね。管理モデ
ルではなくて「当事者主体のモデル」である
し、「生活モデル」であるし、究極は「コミュ
ニティーモデル」である。個別の細分化され
たサービス提供ではなくて、それを当事者
において総合しながら、どう豊かな人生、地
域を作るかが問題だということですね。
イタリアの資料で、アマルティア・センの
福祉アプローチに拠りながら、ザマーニ教
授という方が、「供給する個々の財やサービ
スへのニーズを持つ人が、そうした財や
サービスを享受し、それを使いこなして、人
間性を開花する機会を広げるケーパビリ
ティ＝実際的能力に焦点を移し変えること
によって、一人一人のかけがえのない個性
や人生の歴史、良く生きたいという要求が
中心に添えられる」と述べているのですが、
これがコミュニティ・ケアの核心だと思っ
ています。

：それはマルクスの概念ではないです
か。

：それをアマルティア・センが新たに
言っているわけですね。

：「競争的協同」という点ではもちろん
厳しく自覚をさせられざるを得ないです
（笑）。事業を失敗させれば終わりですから
ね。

：ちょっと異論があるんだけれども、協
同というのは一言で言うと、「生存的協同」
だと思うんですよ。つまり協同しなければ
生存できない状態に現在の人々は置かれて
いる。だから協同して主体性を取り戻す。だ
から協同労働は何かというと、生存権的協
同であり、それは基本的人権であり、これは
現代社会のグローバリゼーションと称する
市場経済原理主義の連中に対抗しうる価値
概念であって、だからそれを協同で展開す
るんだというのがここでの僕の認識です。
「競争的協同」というのはプロセスで、それ
を競うということはありうるんだけれども、
生存権だと思うんです。この協同というの
は。

：上位概念のもとで、事業としての競
争。

：原理的に、今早川先生が言われたよう
に基本的生存に関わる、あるいは関係に関
わるような財を市場に乗せるかどうか、と
いう検討は、やはり分けてなさるべきだと
思います。競争とは市場に乗せるかどうか
ということですからね。すなわち、第１に、
それをどう考えるかという原理的・規範的
な立場決定と、第2に、現実問題として市場
的競争によらざるを得ない面があるという
ディレンマをどう考えるかというのは分け
て議論したほうがいいと思います。
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：市場に乗せる競争ではないんですよ。

：競争と言えばそうですよ。

：いえいえ、鍋谷さんの言われる競争は
違います。

：違います。

：結局協同労働というふうに出した段階
で、それまでの労働者協同組合の水準を超
えたんですよね。超えるものが出てきたわ
けですよ。つまりそれを共有できていると
いうこと。管理する側とされる側とか、担い
手同士の競争とか、そういうことを克服で
きる視点が協同労働の発見だったのではな
いかと思います。
もちろん競争関係という問題はあるんだ
けれども、それを超えていくものが同時に
なければ協同労働の生命そのものがなく
なってしまうのです。

：例えば具体例としてアメリカの医療保
障のHMO（健康維持機構。これは、医療機
関と保険会社が合体した団体です）がいわ
ゆる管理的競争（マネージド・コンペティ
ション）を行うという場合に、HMO同士が
市場の場で競い合う。彼の地では、医療とい
うものが市場原理でもってどんどん商品化
されていくわけですね。そうした事態に対
処するには、先にも申したように、まずは、
医療が人格と密接に関わる、あるいは平等
原理に則るべきものであるから、それを果
して、市場に乗せていいのかどうかという
議論は必要なわけですよね。それが包括的
医療保障にするかどうかの分かれ目になる
わけですから・・・。市場と競争は具体的に

何が違うのか教えてください。

：医療でも、自立支援法などの障害者の
問題でも、「準市場」ですよね。もちろんそ
れ以外のことも指定管理者制度でいろいろ
お仕事をなさるわけですが、例えば現実に
は 200億円の売上高を超えようということ
は、競争ということは売上げをあげること
だけが競争ではなく、顧客を増やすとか、質
を含めて事業レベルを上げるということで
すから。それは当然末端の事業所に行けば
行くほど、デイサービスだった4月からの介
護保険制度が変わったらなんとか顧客を増
やさなければならないわけですよ。どうし
ても事業ペースに入っていくと。競争とい
うものが働くわけですよ。やっぱり今の日
本では協同というものも意図とは無関係に
競争というものが伴ってくるということが
あるんです。

：法政策学的に言うと、平井宜雄教授が
分析されているように（法政策学（第２版）
（有斐閣、1995）185－86頁参照））、純粋市
場とは別に、修正された市場というものが
ありますが、それを指しておられるのです
か。しかしそれとても、市場的側面は否定で
きないのです。

：私は大学生協の理事長をやっていたこ
とがありまして、その実態として、私の大学
生協では専任の職員が7人いて、パートが70

人くらいいます。そのパートの人たちは 10

年 20年というようにお勤めしています。他
方で専任の職員は3年ごとに変わるので、実
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質大学生協の仕事はパートの人たちによっ
て支えられています。これはまさに搾取の
構造なので、パートの女性にワーカーズ
コープを立ち上げて、大学生協と対等の関
係で仕事をすることができないのかと。大
学生協側にも、パートの女性を搾取するの
ではなくて対等な関係を作って―それは生
協の元々の理念ですから―そういうことが
できないかと陰で提起したんです。ところ
が、両者とも乗ってこないんです。現実に日
本の社会では、パートの人たちは数時間の
交代でやっているわけですけれども、仕事
の内容もほとんどの学生が支持しているの
は、基本的に 3時間労働でも 20年続いた専
門性ですよね。しかし主体的に自分たちが
仕事をして協同していくということを説明
しても両者になかなか理解してもらえない。
これは特殊ではなくて、日本の社会で半
数以上がそうではないかという感じがする
んです。そういう中で協同という理念を起
こしていくためには、どうやったら少しず
つでも広がるのか。それはこちらの労働者
協同組合の人達が入り込んでいって、プロ
ジェクトをやって拡大していくのか、口コ
ミで広げていくのか、どういう戦略を考え
ておられるのでしょうか。理念はわかりま
したけれども。

：そういうことをいろいろ言っていた時
期があるんですよ。生協も正に働いている
部分はワーカーズコープになるべきじゃな
いかと。医療生協だってそうだと。これは雇
われている人なのか、この人たちは自己決
定できないのかということの問題を出した
んですけれども、これは非常に評判が悪く
て、先生と同じ経験で、両方から無視されま
した。

じゃあ希望はないのかと言ったときに、
大事なのは、もう一度組合員レベルから考
えることではないか。例えば奄美大島で労
協が地域福祉事業所を立ち上げたところ、
過疎地に商店がないために、民間の人がト
ラックにトイレットペーパーを積んで
ティッシュペーパー一箱何百円で売ってい
るという現実があった。だけどケアワー
カーがいるんだったら地域を周りながらそ
ういうものを共同購入する生協を組織して
いくことも可能ではないか。あるいは医療
生協の日々の健康管理、保健活動というも
のを一緒に担っていくことも考えられるよ
ね、という話になったわけです。
生協とは何なのか。消費財を売るものだ
けなのか。そうではなくて、コミュニティ・
ケアも含めて、「生活協同組合」と言ってい
るのだから、生活そのものを協同化してい
くという視野に立ってみると、新しい発想
が広がってくる。ワーカーズコープを生協
組合員自身が起こすとか、様々なルートを
通じて変えていく余地はある。
その萌芽が少し出ています。病院という
のも、先ほど看護サポートチームのことを
お話しましたけれども、病院には様々な担
い手がいる。その一員であるワーカーズ
コープの組合員がどれだけの力量と能動性
を持っているかによって、病院の見方も変
わり、地域ケアの協同事業も展望できるよ
うになる。
　あるいは労協が農産物の流通も担ってい
くことになると、生産者と消費者を「いのち
と地域」の視点からコーディネーターする、
生協労働の本来的なあり方を捉えなおす
きっかけになるかもしれない。
　大学生協も、学生からの期待なり、教員か
らの期待ということになれば、仕事の問題
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を含めて新しい協同の課題があるはずです
よね。仕事をどうするとか、地域をどうする
かということにもっと出ていかないと、大
学生協の存在意義も希薄になっていきます
よね。口はばったいですが。

：もう希薄になっていますよ。（笑）

：それと話は戻りますけれども、競争に
しても協同にしてもどういうルールでやる
のかということを、無視してはいけません
よね。その財の質によってもルールが違っ
てきますが。
介護保険サービスでも、あまりにも今無
茶苦茶で、営利企業の参入も自由になって
しまい、商品的な発想だから、個々のサービ
スを切り売りしているわけですよね。それ
で適度に重度化したほうが儲かるわと営利
企業が入ってくる。基準もないから安く労
働を買い叩いてそれで儲けるという、そん
な無茶苦茶な競争はないので、そこに公正
な競争ルールが必要です。そうなれば、質的
な競争になってくるはずなんですよね。価
格の叩き合いの競争ではなくて。そういう
点では、財や市場の性格によるんですが、い
ずれにしても協同労働を進めていくと単純
な価格競争を超えていくという展望が開け
ていくのではないかという気がしています。
ただ競争については、ある意味で、欠かせな
い側面を持っている気がします。私はソ連
崩壊前から、この体制に対しては非常に批
判的でしたし、特に『収容所群島』なんかを
読んでしまうと、こんなものではどうしよ
うもないという想いでした。その根源は何
かというと、地方自治や民主主義が存在し

ないということと合わせて、自立した企業
と生産における労働者自治が存在しないこ
とでした。企業・市場・競争という概念は、
密接に結びながら、人類の歴史の中で質的
に発展させていくべきものだと考えていま
す。
労協の若い人に「協同労働の協同組合は
人間中心の企業です」と言ったら、「企業な
んですか？」と質問されました。自らの資源
を編成して財やサービスを供給する。良い
と評価されるもの社会に供給し、評価され
なければ淘汰される。そこまでの責任や厳
しさを労協もというか、労協だからこそ引
き受けなければならないんですよ、という
ことを言いました。

：鍋谷さんが出された現実と理念の狭間
の問題ですが、例えば、中山間地の問題を考
える際に、高知県の馬路村が『ごっくん』（ゆ
ずジュース）で販路をできるだけ伸ばそう
としたり、また隠岐島前の海士町が『サザエ
カレー』の特産品の販路を伸ばそうとした
りして尽力していますが、これらは、市場社
会を前にすると、そうせざるを得ないとい
う現実があるわけですよね。それと生協さ
んのグローバリゼーションはある程度妥協
しなければならないという現実があるわけ
です。しかし他方でグローバリゼーション
によって外材が入り込み、規制緩和の自由
貿易政策によって、林業が成り立たなく
なっている。奈良吉野とか高知の森林を見
てきますと荒れているのがよくわかります。
もう一度ローカル経済というのを見直さな
ければいけない現実もあるわけですね。そ
の辺のディレンマを（ご報告の中でコメン
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トされたように）「生協はけしからん」とい
うことで済むのか。こうした問題に、「協同
労働」の視座からどのように対処していか
れるのかが僕もよくわかりません。

：「けしからん」とは言っていませんけ
ども（笑）。

：一言最後に補足ですが、先ほどから議
論されているように、協同労働の真っ当な
進路を着々と進める一方で、どなたからか
指摘があったように、指定管理者制度であ
るとか、入札とか、政府は予算カットの手段
のためにやっている側面があるわけでしょ。
それを打ち破って正論としての協同労働を
花開かせるためにはどういう矛盾を克服し
なければならないのか。それはこれからの
大変な難局だとは思いますが、頑張ってい
ただきたいと思います。

：その意味では、非常にいい年明けだと
思っています。日本人が目を覚まさなけれ
ばいけないという事態が吹き出た。東大の
松原隆一郎先生が言われているように、規
制緩和・民営化といった構造改革によって、
あらゆる市場、労働市場も資本市場も土地
市場も自由化していく。営利至上主義が何
のルールもなくまかり通って、
そうした政策が拍手の中で通過
してきた。それが今問い直され
ているわけですから。

：その話で言えば、今金融実
務が大きく、「間接金融」（従来型
のメインバンクを介在させた企
業金融）から「直接金融」（一般
の証券投資家による金融）へと

動いていっていますね。それによって失わ
れるコミュティ的価値があるわけですが、
その側面の議論も今日の菅野さんのお話し
では、あまり出てこなかったように思いま
す。「協同労働」からは、証券化の流れに対
するアンチテーゼというものが出てくるの
でしょうか。

：協同組合方式は、本来そういうものを
超える存在ですね。マルチステイクホル
ダー協同組合から、さらに共同財を生産す
る協同組合へということになれば、一層そ
うなってきますね。

：まあ菅野さんの役割としてはこれまで
おやりになってきたことを分析されて、方
向性を導くことですかね。

：居住福祉学会との「共闘」をぜひお願
いしたいところです。


